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ｂ ａについて、全ての介護職員に周知していること。

⑻ 平成二十年十月から⑵の届出の日の属する月の前月までに実

施した介護職員の処遇改善の内容（賃金改善に関するものを除

く。）及び当該介護職員の処遇改善に要した費用を全ての介護

職員に周知していること。

ロ 介護職員処遇改善加算（Ⅱ） イ⑴から⑹までに掲げる基準の

いずれにも適合し、かつ、イ⑺又は⑻に掲げる基準のいずれかに

適合すること。

ハ 介護職員処遇改善加算（Ⅲ） イ⑴から⑹までに掲げる基準の

いずれにも適合すること。

※ 区分支給限度基準額の算定対象外とする予定。

10 介護予防特定施設入居者生活介護費 10 介護予防特定施設入居者生活介護費

イ 介護予防特定施設入居者生活介護費（１日につき） イ 介護予防特定施設入居者生活介護費（１日につき）

⑴ 要支援１ 203単位 ⑴ 要支援１ 196単位

⑵ 要支援２ 469単位 ⑵ 要支援２ 453単位

ロ 外部サービス利用型介護予防特定施設入居者生活介護費（１月に ロ 外部サービス利用型介護予防特定施設入居者生活介護費（１月に

つき） つき）

注１ 指定介護予防特定施設（指定介護予防サービス基準第230条第１ 注１ 指定介護予防特定施設（指定介護予防サービス基準第230条第１

項に規定する指定介護予防特定施設をいう。以下同じ。）におい 項に規定する指定介護予防特定施設をいう。以下同じ。）におい

て、イについては、指定介護予防特定施設入居者生活介護（同項 て、イについては、指定介護予防特定施設入居者生活介護（同項

において規定する指定介護予防特定施設入居者生活介護をいう。 において規定する指定介護予防特定施設入居者生活介護をいう。

以下同じ。）を行った場合に、指定介護予防特定施設入居者生活 以下同じ。）を行った場合に、指定介護予防特定施設入居者生活

介護の提供を受ける入居者（以下「利用者」という。）の要支援 介護の提供を受ける入居者（以下「利用者」という。）の要支援

状態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定するものとし、ロ 状態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定するものとし、ロ

については、指定介護予防特定施設において、外部サービス利用 については、指定介護予防特定施設において、外部サービス利用

型指定介護予防特定施設入居者生活介護（指定介護予防サービス 型指定介護予防特定施設入居者生活介護（指定介護予防サービス

基準第253条に規定する外部サービス利用型指定介護予防特定施設 基準第253条に規定する外部サービス利用型指定介護予防特定施設

入居者生活介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、別に厚生 入居者生活介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、別に厚生

労働大臣が定めるサービスの種類及び当該サービスの単位数を基 労働大臣が定めるサービスの種類及び当該サービスの単位数を基

に得た当該外部サービス利用型指定介護予防特定施設入居者生活 に得た当該外部サービス利用型指定介護予防特定施設入居者生活

介護に係る総単位数について、利用者の要支援状態区分ごとに別 介護に係る総単位数について、利用者の要支援状態区分ごとに別

に厚生労働大臣が定める単位数を限度として算定する。ただし、 に厚生労働大臣が定める単位数を限度として算定する。ただし、

看護職員又は介護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に 看護職員又は介護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に

該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定す 該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定す



- 78 -

る。 る。

※ 別に厚生労働大臣が定める外部サービス利用型特定施設入居者生

活介護費及び外部サービス利用型介護予防特定施設入居者生活介護

費に係るサービスの種類及び当該サービスの単位数並びに限度単位

数の内容は次のとおり。

別表第二

１ 外部サービス利用型介護予防特定施設入居者生活介護基本サー

ビス費（１日につき） 58単位

注１・２ （略）

２ 指定介護予防訪問介護（１月につき）

利用者に対して、指定介護予防訪問介護（指定介護予防サービ

ス基準第４条に規定する指定介護予防訪問介護をいう。以下同じ。）

に係る受託介護予防サービス事業者（指定介護予防サービス基準

第253条に規定する受託介護予防サービス事業者をいう。以下同

じ。）の訪問介護員等が、指定介護予防訪問介護を行った場合に

は、指定介護予防サービス介護給付費単位数表の介護予防訪問介

護費（以下「介護予防訪問介護費」という。）の注１のイからハ

までの区分に応じ、介護予防訪問介護費に100分の90を乗じて得た

単位数を算定する。なお、介護予防訪問介護費の注１から注８ま

で及びニからヘまでについては適用しない。

３ 指定介護予防訪問入浴介護

利用者に対して、指定介護予防訪問入浴介護（指定介護予防サ

ービス基準第46条に規定する指定介護予防訪問入浴介護をいう。

以下同じ。)に係る受託介護予防サービス事業者の看護職員１人及

び介護職員１人が、指定介護予防訪問入浴介護を行った場合には、

指定介護予防サービス介護給付費単位数表の介護予防訪問入浴介

護費（以下「介護予防訪問入浴介護費」という。）に100分の90を

乗じて得た単位数を算定する。なお、介護予防訪問入浴介護費の

注１から注8まで、ロ及びハについては適用しない。

４ 指定介護予防訪問看護

通院が困難な利用者（末期の悪性腫瘍その他定める者等第３号

に規定する疾病等の患者を除く。）に対して、指定介護予防訪問

看護（指定介護予防サービス基準第62条に規定する指定介護予防

訪問看護をいう。以下同じ。）に係る受託介護予防サービス事業
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者の看護師等が、その主治の医師の指示（指定介護予防訪問看護

ステーション（指定介護予防サービス基準第63条第１項第１号に

規定する指定介護予防訪問看護ステーションをいう。以下同じ。）

にあっては、主治の医師が交付した文書による指示）及び介護予

防訪問看護計画書（指定介護予防サービス基準第76条第２号に規

定する介護予防訪問看護計画書をいう。以下同じ。）に基づき、

指定介護予防訪問看護を行った場合には、現に要した時間ではな

く、介護予防訪問看護計画書に位置付けられた内容の指定介護予

防訪問看護を行うのに要する標準的な時間で、指定介護予防サー

ビス介護給付費単位数表の介護予防訪問看護費（以下「介護予防

訪問看護費」という。以下同じ。）に100分の90を乗じて得た単位

数を算定する（所要時間が20分未満のものについては、指定介護

予防訪問看護が24時間行える体制を整えている指定介護予防訪問

看護事業所であって、居宅サービス計画又は訪問看護計画書の中

に20分以上の指定介護予防訪問看護が週１回以上含まれている場

合に限り、算定する。）。ただし、イの⑸について、指定訪問看護

ステーションの理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が１日に

２回を超えて指定介護予防訪問看護を行った場合、１回につき100

分の81に相当する単位数を算定する。なお、介護予防訪問看護費

の注１から注10まで及び注12並びにハからホまでについては適用

しない。

５ 指定介護予防訪問リハビリテーション（１回につき）

通院が困難な利用者に対して、指定介護予防訪問リハビリテー

ション（指定介護予防サービス基準第78条に規定する指定介護予

防訪問リハビリテーションをいう。以下同じ。）に係る受託介護

予防サービス事業者の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、

計画的な医学的管理を行っている医師の指示に基づき、指定介護

予防訪問リハビリテーションを行った場合には、指定介護予防サ

ービス介護給付費単位数表の介護予防訪問リハビリテーション費

（以下「介護予防訪問リハビリテーション費」という。）に100分

の90を乗じて得た単位数を算定する。なお、介護予防訪問リハビ

リテーション費の注１から注５まで及び注７並びにロについては

適用しない。

６ 指定介護予防通所介護（１月につき）

利用者に対して、指定介護予防通所介護（指定介護予防サービ
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ス基準第96条に規定する指定介護予防通所介護をいう。以下同じ。）

に係る受託介護予防サービス事業者が、施設基準第62号に適合し

ているものとして都道府県知事に届け出た指定介護予防通所介護

事業所（指定介護予防サービス基準第97条第１項に規定する指定

介護予防通所介護事業所をいう。）において、指定介護予防通所

介護を行った場合には、利用者の要支援状態区分に応じて、指定

介護予防サービス介護給付費単位数表の介護予防通所介護費（以

下「介護予防通所介護費」という。）に100分の90を乗じて得た単

位数を算定する。なお、介護予防通所介護費のイの注１から注６

まで並びにロ及びトからリまでについては適用しないこととし、

ハからヘまでについては、次のとおり算定することとする。

イ 運動器機能向上加算 203単位

注 介護予防通所介護費のハの運動器機能向上サービスを行っ

た場合に、１月につき所定単位数を加算する。

ロ 栄養改善加算 135単位

注 介護予防通所介護費のニの栄養改善サービスを行った場合

に、１月につき所定単位数を加算する。

ハ 口腔機能向上加算 135単位

注 介護予防通所介護費のホの口腔機能向上サービスを行った

場合に、１月につき所定単位数を加算する。

ニ 選択的サービス複数実施加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、

都道府県知事に届け出た指定介護予防通所介護事業所が、利

用者に対し、運動器機能向上サービス、栄養改善サービス又

は口腔機能向上サービス（以下「選択的サービス」という。）

のうち複数のサービスを実施した場合に、１月につき次に掲

げる単位数を所定単位に加算する。ただし、運動器機能向上

加算、栄養改善加算又は口腔機能向上加算を算定している場

合は、次に掲げる加算は算定しない。また、次に掲げるいず

れかの加算を算定している場ににおいては、次に掲げるその

他の加算は算定しない。

⑴ 選択的サービス複数実施加算（Ⅰ） 432単位

⑵ 選択的サービス複数実施加算（Ⅱ） 630単位
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※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。

イ 選択的サービス複数実施加算（Ⅰ） 次に掲げる基準のいず

れにも適合すること。

⑴ 指定介護予防サービス介護給付費単位数表の介護予防通所

介護費のハの注、ニの注若しくはホの注又は指定介護予防通

所リハビリテーション費のロの注、ハの注若しくはニの注に

掲げる基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出

て運動器機能向上サービス、栄養改善サービス又は口腔機能

向上サービス（以下「選択的サービス」という。）のうち、

２種類のサービスを利用者に対して実施していること。

⑵ 利用者が指定介護予防通所介護又は指定介護予防通所リハ

ビリテーションの提供を受けた日において、当該利用者に対

し、選択的サービスを行っていること。

⑶ 利用者に対し、いずれかの選択的サービスを１月につき２

回以上行っていること。

ロ 選択的サービス複数実施加算（Ⅱ） 次に掲げるいずれの基

準にも適合すること。

⑴ 利用者に対し、選択的サービスのうち３種類のサービスを

実施していること。

⑵ イ⑵及び⑶の基準に適合すること。

７ 指定介護予防通所リハビリテーション（１月につき）

利用者に対して、指定介護予防通所リハビリテーション（指定

介護予防サービス基準第116条に規定する指定介護予防通所リハビ

リテーションをいう。以下同じ。）に係る受託介護予防サービス

事業者が、指定介護予防通所リハビリテーション事業所（指定介

護予防サービス基準第117条第１項に規定する指定介護予防通所リ

ハビリテーション事業所をいう。）において、指定介護予防通所

リハビリテーションを行った場合には、利用者の要支援状態区分

に応じて、指定介護予防サービス介護給付費単位数表の介護予防

通所リハビリテーション費（以下「介護予防通所リハビリテーシ

ョン費」という。）に100分の90を乗じて得た単位数を算定する。

なお、介護予防通所リハビリテーション費の注１から注６まで並

びにヘからチまでについては、適用しないこととし、ロからホま

でについては、次のとおり算定することとする。
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イ 運動器機能向上加算 203単位

注 介護予防通所リハビリテーション費のロの運動器機能向上

サービスを行った場合に、１月につき所定単位数を加算する。

ロ 栄養改善加算 135単位

注 介護予防通所リハビリテーション費のハの栄養改善サービ

スを行った場合に、１月につき所定単位数を加算する。

ハ 口腔機能向上加算 135単位

注 介護予防通所リハビリテーション費のニの口腔機能向上サ

ービスを行った場合に、１月につき所定単位数を加算する。

ニ 選択的サービス複数実施加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、

都道府県知事に届け出た指定介護予防通所リハビリテーショ

ン事業所が、利用者に対し、選択的サービスのうち複数のサ

ービスを実施した場合に、１月につき次に掲げる単位数を所

定単位数に加算する。ただし、運動器機能向上サービス、栄

養改善サービス又は口腔機能向上サービスを算定している場

合には、次に掲げる加算は算定しない。また、次に掲げるい

ずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるそ

の他の加算は算定しない。

⑴ 選択的サービス複数実施加算（Ⅰ） 432単位

⑵ 選択的サービス複数実施加算（Ⅱ） 630単位

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。

イ 選択的サービス複数実施加算（Ⅰ） 次に掲げる基準のいず

れにも適合すること。

⑴ 指定介護予防サービス介護給付費単位数表の介護予防通所

介護費のハの注、ニの注若しくはホの注又は指定介護予防通

所リハビリテーション費のロの注、ハの注若しくはニの注に

掲げる基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出

て運動器機能向上サービス、栄養改善サービス又は口腔機能

向上サービス（以下「選択的サービス」という。）のうち、

２種類のサービスを利用者に対し実施していること。

⑵ 利用者が指定介護予防通所介護又は指定介護予防通所リハ

ビリテーションの提供を受けた日において、当該利用者に対

し、選択的サービスを行っていること。
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⑶ 利用者に対し、いずれかの選択的サービスを１月につき２

回以上行っていること。

ロ 選択的サービス複数実施加算（Ⅱ） 次に掲げるいずれの基

準にも適合すること。

⑴ 利用者に対し、選択的サービスのうち３種類のサービスを

実施していること。

⑵ イ⑵及び⑶の基準に適合すること。

８ （略）

９ 指定介護予防認知症対応型通所介護

利用者に対して、指定介護予防認知症対応型通所介護（指定地

域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指

定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な

支援の方法に関する基準（平成18年厚生労働省令第36号。以下「指

定地域密着型介護予防サービス基準」という。以下同じ。）第４

条に規定する指定介護予防認知症対応型通所介護をいう。以下同

じ。）に係る受託介護予防サービス事業者が、施設基準第75号に

適合しているものとして市町村長に届け出た単独型・併設型指定

介護予防認知症対応型通所介護事業所（指定地域密着型介護予防

サービス基準第５条第１項に規定する単独型・併設型指定介護予

防認知症対応型通所介護事業所をいう。）又は共用型指定介護予

防認知症対応型通所介護事業所（指定地域密着型介護予防サービ

ス基準第８条第１項に規定する共用型指定介護予防認知症対応型

通所介護事業所をいう。）において、指定介護予防認知症対応型

通所介護を行った場合には、当該施設基準に掲げる区分に従い、

利用者の要支援状態区分に応じて、現に要した時間ではなく、介

護予防認知症対応型通所介護計画（指定地域密着型介護予防サー

ビス基準第42条第２号に規定する介護予防認知症対応型通所介護

計画をいう。）に位置付けられた内容の指定介護予防認知症対応

型通所介護を行うのに要する標準的な時間で、指定地域密着型介

護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成18年

厚生労働省告示第128号）別表指定地域密着型介護予防サービス介

護給付費単位数表の介護予防認知症対応型通所介護費（以下「介

護予防認知症対応型通所介護費」という。以下同じ。）に100分の

90を乗じて得た単位数を算定する。ただし、定める者等第66号に
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規定する利用者に対して、所要時間２時間以上３時間未満の指定

認知症対応型通所介護を行う場合は、介護予防認知症対応型通所

介護費のイ⑴㈠しくは⑵㈠又はロ⑴の所定単位数に100分の57を乗

じて得た単位数を算定する。なお、介護予防認知症対応型通所介

護費のイ、ロの注１から注５まで、注９、注10及びハ並びに二に

ついては適用しないこととし、イ及びロの注６から注８について

は、次のとおり算定することとする。

イ 個別機能訓練加算 24単位

注 介護予防認知症対応型通所介護費の注６の個別機能訓練を

行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

ロ 栄養改善加算 135単位

注 介護予防認知症対応型通所介護費の注７の栄養改善サービ

スを行った場合に、１月につき所定単位数を加算する。

ハ 口腔機能向上加算 135単位

注 介護予防認知症対応型通所介護費の注８の口腔機能向上サ

ービスを行った場合に、１月につき所定単位数を加算する。

２ イについては、専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理 ２ イについては、専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理

学療法士等を１名以上配置しているもの（利用者の数が100を超え 学療法士等を１名以上配置しているもの（利用者の数が100を超え

る指定介護予防特定施設にあっては、専ら機能訓練指導員の職務 る指定介護予防特定施設にあっては、専ら機能訓練指導員の職務

に従事する常勤の理学療法士等を１名以上配置し、かつ、理学療 に従事する常勤の理学療法士等を１名以上配置し、かつ、理学療

法士等である従業者を機能訓練指導員として常勤換算方法で利用 法士等である従業者を機能訓練指導員として常勤換算方法で利用

者の数を100で除した数以上配置しているもの）として、都道府県 者の数を100で除した数以上配置しているもの）として、都道府県

知事に届け出た指定介護予防特定施設において、利用者に対して、 知事に届け出た指定介護予防特定施設において、利用者に対して、

機能訓練指導員、看護職員、介護職員等が共同して、利用者ごと 機能訓練指導員、看護職員、介護職員等が共同して、利用者ごと

に個別機能訓練計画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能 に個別機能訓練計画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能

訓練を行っている場合には、個別機能訓練加算として、１日につ 訓練を行っている場合には、個別機能訓練加算として、１日につ

き12単位を所定単位数に加算する。 き12単位を所定単位数に加算する。

３ イについては、看護職員が、利用者ごとに健康の状況を継続的 ３ イについては、看護職員が、利用者ごとに健康の状況を継続的

に記録している場合において、当該利用者の同意を得て、協力医 に記録している場合において、当該利用者の同意を得て、協力医

療機関（指定介護予防サービス基準第242条第１項に規定する協力 療機関（指定介護予防サービス基準第242条第１項に規定する協力

医療機関をいう。）又は当該利用者の主治医に対して、当該利用 医療機関をいう。）又は当該利用者の主治医に対して、当該利用

者の健康の状況について月に１回以上情報を提供した場合には、 者の健康の状況について月に１回以上情報を提供した場合には、

医療機関連携加算として、１月につき80単位を所定単位数に加算 医療機関連携加算として、１月につき80単位を所定単位数に加算

する。 する。
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（新設） ハ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金

の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け出た指定

介護予防特定施設が、利用者に対し、指定介護予防特定施設入居

者生活介護を行った場合には、当該基準に掲げる区分に従い、平

成27年３月31日までの間、次に掲げる単位数を所定単位数に加算

する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合に

おいては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 介護職員処遇改善加算（Ⅰ） イ又はロにより算定した単位

数の1000分の30に相当する単位数

⑵ 介護職員処遇改善加算（Ⅱ） ⑴により算定した単位数の100

分の90に相当する単位数

⑶ 介護職員処遇改善加算（Ⅲ） ⑴により算定した単位数の100

分の80に相当する単位数

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。

イ 介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

⑴ 介護職員の賃金（退職手当を除く。）の改善（以下「賃金改

善」という。）に要する費用の見込額が、介護職員処遇改善加

算の算定見込額を上回る賃金改善に関する計画を策定し、当該

計画に基づき適切な措置を講じていること。

⑵ 当該指定介護予防特定施設において、⑴の賃金改善に関する

計画並びに当該計画に係る実施期間及び実施方法その他の介護

職員の処遇改善の計画等を記載した介護職員処遇改善計画書を

作成し、全ての介護職員に周知し、都道府県知事に届け出てい

ること。

⑶ 介護職員処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を実施す

ること。

⑷ 当該指定介護予防特定施設において、事業年度ごとに介護職

員の処遇改善に関する実績を都道府県知事に報告すること。

⑸ 算定日が属する月の前十二月間において、労働基準法（昭和

二十二年法律第四十九号）、労働者災害補償保険法（昭和二十

二年法律第五十号）、最低賃金法（昭和三十四年法律第百三十

七号）、労働安全衛生法（昭和四十七年法律第五十七号）、雇用
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保険法（昭和四十九年法律第百十六号）その他の労働に関する

法令に違反し、罰金以上の刑に処せられていないこと。

⑹ 当該指定介護予防特定施設において、労働保険料（労働保険

の保険料の徴収等に関する法律（昭和四十四年法律第八十四号）

第十条第二項に規定する労働保険料をいう。）の納付が適正に

行われていること。

⑺ 次に掲げる基準のいずれかの基準に適合すること。

㈠ 次に掲げる要件の全てに適合すること。

ａ 介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件

（介護職員の賃金に関するものを含む。）を定めているこ

と。

ｂ ａの要件について書面をもって作成し、全ての介護職員

に周知していること。

㈡ 次に掲げる要件の全てに適合すること。

ａ 介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当

該計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保しているこ

と。

ｂ ａについて、全ての介護職員に周知していること。

⑻ 平成二十年十月から⑵の届出の日の属する月の前月までに実

施した介護職員の処遇改善の内容（賃金改善に関するものを除

く。）及び当該介護職員の処遇改善に要した費用を全ての介護

職員に周知していること。

ロ 介護職員処遇改善加算（Ⅱ） イ⑴から⑹までに掲げる基準の

いずれにも適合し、かつ、イ⑺又は⑻に掲げる基準のいずれかに

適合すること。

ハ 介護職員処遇改善加算（Ⅲ） イ⑴から⑹までに掲げる基準の

いずれにも適合すること。

※ 区分支給限度基準額の算定対象外とする予定。

11 介護予防福祉用具貸与費（１月につき） 11 介護予防福祉用具貸与費(１月につき）

指定介護予防福祉用具貸与事業所（指定介護予防サービス基準第266 指定介護予防福祉用具貸与事業所(指定介護予防サービス基準第266

条第１項に規定する指定介護予防福祉用具貸与事業所をいう。以下同 条第１項に規定する指定介護予防福祉用具貸与事業所をいう。以下同

じ。）において、指定介護予防福祉用具貸与（指定介護予防サービス じ。)において、指定介護予防福祉用具貸与(指定介護予防サービス基

基準第265条に規定する指定介護予防福祉用具貸与をいう。以下同じ。） 準第265条に規定する指定介護予防福祉用具貸与をいう。以下同じ。)

を行った場合に、現に指定介護予防福祉用具貸与に要した費用の額を を行った場合に、現に指定介護予防福祉用具貸与に要した費用の額を


